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1. 整備・管理運営手法 

「道の駅」の整備・管理運営手法について、「整備主体」、「管理運営主体」及び「事業手法」ご

とに、それぞれの概要や特長等を整理する。 

 

1.1 「道の駅」の整備主体 

「道の駅」の整備の方法には、整備主体の違いとして、道路管理者と市町村等で整備する「一

体型」と市町村等で全ての整備を行う「単独型」の 2 種類がある。茨城県内では、一体型が 12

駅、単独型が 3駅となっており、「一体型」での整備が多く行われている。 

本市における「道の駅」の整備にあたっては、整備予定地が県道 65号那珂インター線に面し

ており、県との「一体型」による整備も想定されることから、県や関係機関との調整を行ってい

く必要がある。 

 

図 1 整備主体と整備内容 

表 1 「道の駅」の整備手法の概要と県内事例 

 一体型 単独型 

整備手法 

駐車場・トイレ・休憩施設・情報提供施

設の一部を道路管理者が整備し、その他

を設置者（市町村等）が整備する 

「道の駅」を構成する全ての施設を設

置者（市町村等）が整備する 

茨城県内 

「道の駅」 

整備手法 

「さとみ（常陸太田市）」、「さかい（猿

島郡境町）」、「奥久慈（久慈郡大子町）」、

「しもつま（下妻市）」、「たまつくり（行

方市）」、「いたこ（潮来市）」、「ごか（猿

島郡五霞町）」、「まくらがの里こが（古

河市）」、「常陸大宮（常陸大宮市）」、「ひ

たちおおた（常陸太田市）」、「グランテ

ラス筑西（筑西市）」、「かさま（笠間市）」 

「かつら（東茨城郡城里町）」、「みわ（常

陸大宮市）」、「日立おさかなセンター

（日立市）」 

資料２ 
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1.2 「道の駅」の管理運営主体 

「道の駅」の管理運営主体については、市が直接管理運営を行う直営と、市が施設を整備し、

第三セクターや民間事業者が管理運営を行う指定管理者制度の活用が考えられる。それぞれのメ

リット、デメリットを次に整理する。 

表 2 管理運営手法の概要とメリット・デメリット 

 直営（業務委託） 指定管理者制度 

概要 市が直接管理運営を行う 
民間事業者等が施設の管理権限を持ち、管理運営

を行う 

管理運営

主体 
市 第三セクター／民間事業者 

メリット 

・責任が明確である 

・市が事業をコントロールで

き、市の目的に沿った管理

運営を行いやすい 

・公的な手続きが不要であり、意思決定のスピー

ドが早く、利用者ニーズへ迅速に対応が可能 

・条例で定める範囲内で民間事業者が利用料金を

収入とすることが可能 

第三セクター 民間事業者 

・民間事業者が運営主体

の場合と比べ、市が事

業をコントロールで

き、市の目的に沿った

管理運営を行いやすい 

・民間ノウハウを生か

した、効果的・効率

的な管理運営が期

待できる 

デメリット 

・民間ノウハウが活用できな

い 

・公的な手続きが必要なため、

利用者ニーズへの対応が遅

れる可能性がある 

・事業の収益性は見込みにく

い 

・指定管理の期間が定められているため、運営に

対するノウハウの蓄積が期待できず、ノウハウ

継承に対する工夫が必要 

第三セクター 民間事業者 

・運営上の損失が発生し

た場合、市の損失補償

が必要になることが懸

念される 

・民間事業者が運営主体

の場合と同程度の収益

性や独自性は見込みに

くい 

・直営、第三セクター

と比べ、市の意見が

反映されにくい 

・サービスの質よりも

事業者の収益性が

優先される懸念が

ある 
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1.3 「道の駅」の事業手法 

「道の駅」の事業手法は、維持管理・運営の主体や民間資金活用の有無により、公設公営（従

来方式）、公設民営（設計＋建設＋指定管理、DB方式+指定管理、DBO方式）、民設民営（PFI

方式）等の様々な手法が想定される。 

今後、サウンディング調査等を実施し、運営主体や財政負担等の視点から本事業に最適な手法

を検討する。 

表 3 事業手法の概要・特徴・留意点 

手法 概要 特徴 留意点 

公設
公営 

従来 

方式 

・公共が設計、建設を分
離発注 

・維持管理、運営は公共
で直営 

・公共の責任の下、サービス
が提供され、事業の継続
性・信頼性が高い 

・初期投資費の財政負
担が大きい（起債の
活用により、一定の
平準化は可能） 

・民間事業者のノウハ
ウの活用が少ない 

公設
民営 

設計 

＋ 

建設 

＋ 

指定 

管理 

・公共が設計、建設を分
離発注 

・維持管理、運営は指定
管理者制度にて民間
事業者が実施 

・運営に民間ノウハウを活用
できる 

・県内事例が多数あり 

・初期投資費の財政負
担が大きい（起債の
活用により、一定の
平準化は可能） 

・定期的に指定管理者
の募集、指定の手続
きが必要 

・管理運営段階を見据
えた施設整備が課題
（指定管理者を事前
に選定し、設計段階か
ら運営事業者のノウ
ハウを活かす方法も
ある） 

DB 

＋ 

指定 

管理 

・公共が設計、建設を一
括発注 

・維持管理、運営は指定
管理者制度にて民間
事業者が実施 

・設計、建設の一括発注によ
り、設計段階から施工者が
関わることで、コスト縮減、
工期短縮等が期待できる  

DBO 

・設計、建設、維持管理、
運営を一括で民間事
業者が実施 

・公共が資金調達 

・公共が資金調達するため、
PFI と比べて、金利負担の
抑制が期待できる 

・PFIと同様に民間運営ノウ
ハウを活用できる 

・初期投資費の財政負
担が大きい（起債の
活用により、一定の
平準化は可能） 

・発注には一定の手続
き期間が必要 

民設
民営 

PFI 

・設計、建設、維持管理、
運営を一括で民間事
業者が実施 

・民間事業者が資金 

調達 

・施設整備費の分割払いによ
り、財政負担の平準化が 

可能 

・民間運営ノウハウを活用
し、特産品販売力強化や地
元企業との協働による地
域波及効果が期待 

・設計段階で運営事業者の視
点を反映できるため、管理
運営段階を見据えた施設
整備が可能 

・発注には一定の手続
き期間が必要 

・地元企業に馴染みの
ない手法であるため、
事業者募集段階で参
画を促す工夫が必要 

・民間にとって SPC（特
別目的会社）設立の手
間とコストが負担と
なる可能性あり 
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1.4 茨城県内道の駅の状況 

茨城県内の「道の駅」は、多くが指定管理者制度による管理運営を行っており、公設民営の事

業手法により事業が実施されている。また、運営主体は第三セクターが最も多い（表 4）。 

表 4 茨城県内「道の駅」の管理運営手法・運営主体 

道の駅名 
管理運営 

手法 
運営主体 事業手法 

１ 
かつら 

（東茨城郡城里町） 

指定管理者

制度 

（株）桂ふるさと振興セン

ター 
第三セクター 公設民営 

２ 
みわ 

（常陸大宮市） 

指定管理者

制度 

（株）ふるさと活性化セン

ターみわ 
第三セクター 公設民営 

３ 
さとみ 

（常陸太田市） 
業務委託 

農事組合法人里美特産物

生産販売組合 
その他 公設公営 

４ 
さかい 

（猿島郡境町） 

指定管理者

制度 

（株）さかいまちづくり公

社 
第三セクター 公設民営 

５ 
奥久慈 

（久慈郡大子町） 

指定管理者

制度 
（一社）大子町振興公社 第三セクター 公設民営 

６ 
しもつま 

（下妻市） 

指定管理者

制度 
（株）ふれあい下妻 第三セクター 公設民営 

７ 
たまつくり 

（行方市） 
業務委託 

霞ヶ浦ふれあいランド

（株） 
民間事業者 公設公営 

８ 
いたこ 

（潮来市） 

指定管理者

制度 
（株）いたこ 第三セクター 公設民営 

９ 
ごか 

（猿島郡五霞町） 

指定管理者

制度 

（株）五霞まちづくり交流

センター 
第三セクター 公設民営 

10 
まくらがの里こが 

（古河市） 

指定管理者

制度 

ダイナック・三井物産フォ

ーサイト共同グループ 
民間事業者 公設民営 

11 
日立おさかなセン

ター（日立市） 
業務委託 （株）マリンピア日立 第三セクター 公設公営 

12 
常陸大宮 

（常陸大宮市） 

指定管理者

制度 
元気な郷づくり（株） 第三セクター 公設民営 

13 
ひたちおおた 

（常陸太田市） 

指定管理者

制度 
常陸太田産業振興（株） 第三セクター 公設民営 

14 
グランテラス筑西 

（筑西市） 

指定管理者

制度 
（株）ちくせい夢開発 第三セクター 公設民営 

15 
かさま 

（笠間市） 

指定管理者

制度 
（株）道の駅笠間 第三セクター 公設民営 
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1.5 整備・管理運営手法の方針 

「道の駅」の整備にあたっては、民間事業者の関与の度合いによって、様々な手法が想定され、

設計段階から運営事業者の意向を反映させるなど、管理運営を見据えた検討が必要になる。 

本市の目指す複合型交流拠点施設「道の駅」は、駐車場をはじめ 24時間利用可能なトイレや

情報発信コーナー等の非収益施設と直売所やレストラン等の収益施設で構成される。 

持続可能な「道の駅」の運営にあたっては、非収益施設による公益的なサービスを提供する

ために必要となる収益を確保していくことが望まれることから、年間を通じた利用者数の確保

につなげるための定期的なイベントの開催や、購買意欲を高めるような飲食・物販サービスの

提供など、民間事業者の持つ高い集客力や経営ノウハウを取り入れることが重要である。 

そのため、本市の「道の駅」整備にあたっては、民間事業者の有するノウハウを効果的に活用

することを想定し、行政だけでなく、地域内外の民間事業者や地元の生産者が運営に参画する手

法も視野に入れ、幅広く整備・管理運営手法の検討を行っていく。 

 


